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はじめに  

本事業は、インドネシア共和国北スマトラ州における有害有毒廃棄物（以下、B3廃棄物）

の適正かつ効率的な処理の実現に向けたスキーム構築のための事業環境調査であり、2016

年 6月から 2017年 3月を調査期間として実施した。 

現在、北スマトラ州ではB3廃棄物の約 7割が不法投棄されていると言われている。他方、

処理されている 3割についても、同州内に許認可を受けた B3廃棄物の処理業者が存在しな

いため、処理業者が存在する近隣のジャワ島まで約 2,000km の距離をトラック等により運

搬している状況である。これにより、排出から 1～2日以内での処理が法律により義務付け

られている医療系廃棄物は、実際には処理に一週間程度を要しており、違法処理が常態化

している。また、北スマトラ州‐ジャワ島間のトラック運搬にかかるエネルギーロスも発

生している。 

こうした状況を受け、株式会社新菱は、日本における 50年間の産業廃棄物処理事業を通

じて培った技術的知見を基に、インドネシア企業の SDLi社と協力し、北スマトラ州におけ

る医療系廃棄物を含む B3廃棄物の適正処理を実現するため、本調査を実施した。 

SDLi 社は北スマトラ州における公認廃棄物回収業者の一つで、現在、同州で初の B3 廃

棄物処理事業者としての許認可を取得すべく、州環境局へ申請中である。SDLi 社（及び州

環境局）には、B3廃棄物の処理（焼却炉選定・運営、廃油リサイクル等）経験が無いため、

これまでの環境省の F/S 調査を通じて州環境局等とネットワークを構築していた当社に対

して、協力の要請があり、北スマトラ州環境局、SDLi 社、当社の 3 社間で MOU を締結し

ている。 

本調査は、SDLi 社により収集・保管を実施している B3 廃棄物のうち、特に違法な処理

状況が常態化している医療系廃棄物の適正かつ効率的な処理スキームを構築することを目

指すものである。これにより違法処理による感染症抑制や運搬に係る CO2 排出量の削減、

当社技術導入に伴うリサイクルの推進に繋げるものである。 
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図 1-1 想定する事業スキーム 

出所）株式会社新菱 

 

また、本調査では、受入廃棄物の性状調査や B3 廃棄物処理にかかる法規制及び焼却処理

設備に関する規定の確認といった現状調査を行うと共に、事業採算性検討や環境負荷削減

効果の算定などを実施した。合わせて、北スマトラ州政府や医療系廃棄物の排出元である

病院へのヒアリングを通じ、社会的受容性の評価も実施した。 

 

表 1-1 投資回収年数試算結果 

 

    合計：焼却Ａ社案と燃料化の数字の合計 

出所）株式会社新菱 

 

 

A社案 B社案 Ｃ社案 Ｄ社案

処理数量

（ｔ／年）

売上（百万円／年） 195.0 195.0 195.0 195.0 4.5 199.5

変動費（百万円／年） 55.2 55.2 55.2 55.2 0.68 55.9

固定費＋利益 139.8 139.8 139.8 139.8 3.8 143.6

×60％（百万円／年） 83.9 83.9 83.9 83.9 2.3 86.2

投資総額（百万円） 265.0 415.0 415.0 30.0 0.95 266.0

投資回収（年） 3.2 4.9 4.9 0.4 0.4 3.1

4,200 4,200 4,200 4,200 400

焼却
乾燥燃料化

検
討
中
断

合計

4,600
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表 1-2  CO2排出削減量の試算結果 

 
出所）株式会社新菱 

 

本調査の結果を踏まえ、当社としての今後の海外展開計画についても検討を行った。本

調査の中で SDLi社からは、当社より日本メーカーの焼却炉の購入可能性があること、投資

の可能性も含めて当社からの技術的な支援を希望することが表明されている。当社として

は SDLi社の意向も踏まえつつ、今後の同社との協働の仕方については両社にとってメリッ

トがある結果となるよう、更なる詳細検討が必要であると考えている。今後も SDLi社と継

続的に情報交換を行うと共に、同社に対して技術的な観点も含めたアドバイスを実施する

など、時間をかけて関係強化を図っていく方針である。 
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Summary 

       Purpose of this study is to develop a scheme for appropreiate and efficient treatment of 

hazardous wastes (B3 wastes) in North Sumatra, Republic of Indonesia. This study has been 

conducted from June 2016 to March 2017. 

It has been estimated about 70% of B3 wastes are disposed illegally in North Sumatra. On 

the other hand, the rest 30% are conveyed all the way to Jawa island for about 2,000 km by trucks, 

as there is no legal B3 waste management company in the province. Due to this situation, it takes 

about one week for disposal of medical waste in North Sumatra province, although it is ruled by law 

to dispose them in one or two days after disposal in Indonesia. It means, in North Sumatra, illegal 

disposal of medial waste is normalized. Also, it takes much loss of energy due to conveyance of 

these B3 waste from the province to Jawa island by trucks. 

       With this background, Shinryo Corporation (Shinryo) has tried to contribute to solve the 

situation in North Sumatra utilizing their 50 years of experience in the field of industrial waste 

management in Japan, cooperating with PT Sumatera Deli Lestari Indah (SDLi), which is indonesian 

local company. Environmental Protection Agency of North Sumatra Province, SDLi and Shinryo 

signed MOU named “Memorandum of Understanding Relating to Hazardous Waste Management in 

North Sumatra Province” on 3 November 2015. 

       In this study, Shinryo has tried to develop the business scheme for appropriate and efficient 

waste management for especially medical waste among B3 waste, which SDLi collectes. With the 

technologies provided by Shinryo in this scheme, it is also expected to realize deduction of 

communicable disease, emissions-reduction of CO2 and promotion of recycle. 

In this study, Shinryo Corporation has examined the future business plan in Indonesia. SDLi 

expressed their interests in introducing incineration facility from Japanese manufacturer as well as 

their expectation for receiving technical advise from Shinryo continuously for B3 waste management. 

From now on, based on this study, we, Shinryo would like to have more discussion and exchange of 

ideas/information with SDLi and Environmental Protection Agency of North Sumatra Province as 

well as precise examination on the business potential with long term view for contributing to 

appropreiate and efficient treatment of B3 waste and improvement of the environmental situation in 

North Sumatra.
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1． 事業の目的・概要 

1.1 事業の背景と目的 

（1）背景 

現在、インドネシア共和国（以下、インドネシア）北スマトラ州では、医療系廃棄物を含

む有害有毒廃棄物（以下、B3廃棄物）の約 7割が不法投棄されていると言われている。ま

た、処理されている残りの 3割についても、州内に許認可を受けた B3廃棄物の処理業者が

存在しないことから、処理業者が存在する近隣のジャワ島まで約 2,000kmの距離をトラッ

ク等により運搬している状況である。インドネシアにおいては、医療系廃棄物は排出から 1

～2日以内に処理することが法律により義務付けられているが、実際には医療系廃棄物の処

理に一週間程度を要しており、違法処理が常態化している。また、北スマトラ州‐ジャワ島

間の医療系廃棄物のトラック運搬により、エネルギーロスも多く発生している。 

以下にインドネシアの地図を示す。 

 

 

図 1-1 インドネシアの地図 

出所）白地図専門店ウェブサイト（http://www.freemap.jp/item/asia/indonesia.html）を基に 

株式会社新菱作成 

 

株式会社新菱（以下、当社）では、2012年に環境省 F/S「マレーシア等 ASEAN地域にお

ける電子産業生産プロセスを含めたトータルリサイクル構築事業」を実施した。同事業にお

けるインドネシアでのキーパーソンとの出会いをきっかけに、翌年環境省 F/S「インドネシ

ア共和国における電子産業バリューチェーン全体にかかるリサイクルシステムの構築事業」

を受託し、将来的にインドネシアで事業を行うため、現在の立ち位置として廃棄物処理・リ

サイクル技術支援を行う方向性を決定した。その後、インドネシアにおける情報収集活動を

行いつつ、2014年には国際協力機構（JICA）草の根技術協力事業「メダン市における廃棄

物管理効率化事業」を開始した。本事業ではコンポストセンター及びゴミ銀行の運営支援、

家庭及び産廃物の基礎調査を実施し、その中で、B3廃棄物処理実施のための許認可を受け

た会社は、本事業開始当時、インドネシア全体で 1社（Prasdha Pamunah Limbah Industri（PPLi

社））しかなく、北スマトラ州においては廃棄物処理に課題を抱えている状況を確認した。 
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インドネシアにおける事業展開に向けた体制構築については、2014年に当社から社員 1

名を派遣するなど、現地ネットワークの構築や関連者との関係強化に努めてきた。また、翌

2015年には北スマトラ州環境局に JICA民間連携ボランティアとして当社から社員 1名を派

遣し同州環境局との協力体制も構築してきた。こうした流れの中で、新たに B3廃棄物処理

許可を取得しようとしている、北スマトラ州に所在する PT Sumatera Deli Lestari Indah 

（SDLi社）（既に B3 廃棄物回収・保管業にかかる許可は取得済み）に協力し、同州にお

いて廃棄物処理事業の事業化に向けて協力する旨の覚書（MOU）の締結に至った。 

本事業は上記の流れを受け、当社としてのインドネシア北スマトラ州における課題解決に

向けた貢献の可能性と事業機会を探るものである。 

（2）目的 

本事業は、インドネシア北スマトラ州における B3廃棄物の適正かつ効率的な処理の実現

に向けたスキーム構築のために実施するものである。事業の目的を以下に示す。 

1. 現状、SDLi社が収集・保管している B3廃棄物のうち、特に違法な処理状況が常態化

している「医療系廃棄物」の適正かつ効率的な処理スキームを構築すること。 

2. 当該処理スキームに対して、SDLi社及び北スマトラ州政府の基本的な合意を取り付け

ること。 

3. 想定する事業が、事業採算性、環境負荷低減効果、社会的受容性の観点から、投資に

かなうものであるかどうかの判断材料を把握・収集すること。 

4. 具体的な投資スキームの実現可能性を把握すること。 
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1.2 事業の概要 

（1）実施スケジュール 

 本事業は 2016年 6月から 2017年 3月を対象期間として、以下に示すスケジュールで実施

した。 

 

              表 1-1:事業調査スケジュール 

（2）調査内容 

本事業を通じて実現を目指す B3廃棄物の処理スキームは、まず下記の対象地域において

導入することを目指している。 

＜対象地域＞インドネシア共和国 北スマトラ州 

＜処理設備設置場所＞インドネシア共和国 北スマトラ州 デリ・セルダン県 

＜廃棄物の収集対象地域＞インドネシア共和国 北スマトラ州 

 

本事業では、北スマトラ州環境局が大きな課題であると考えている下記「（1）医療系廃棄

物」の適正処理を最優先とした B3廃棄物の処理事業に関する事業環境調査を実施した。今

回のスキームでは効率的な処理実現のため、医療廃棄物の焼却処理用燃料として下記 2～6

の廃棄物（及びそのリサイクル品）を活用することを想定している。 

  

2016年 2017年
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

日本側／インドネシア側それぞれ実施

サンプル採取・分析・設備選定・最終処分先 設備再選定

サンプル採取・分析・試作・設備選定

サンプル採取・分析・設備選定・最終処分先

インドネシア環境林業省 北スマトラ州政府、主要排出病院

適正処理、運及びリサイクルに伴うCO2削減等

2/23

済 済 済 済 済 済 済 済

事業結果報告

中項目６－１：報告書作成

中項目６－２：報告会出席

マンスリーレポート

中項目４－４：実現可能性の評価

５．海外展開計画案の見直し

６．報告書及び概要資料作成

中項目４－３：事業可能性の評価

中項目４－１：社会的受容性評価

中項目４－２：環境負荷軽減評価

３．現地政府・企業等との連携構築

中項目３－１：ＳＤＬi社とのＭＯＵ締結

４．実現可能性の評価

中項目２－４：法的レギュレーション確認

中項目２－３：乾燥処理（廃油・廃活性白土）

中項目２－２：燃料化処理（汚れた油・廃活性白土）

２．対象地域における現状調査

中項目２－１：焼却処理

作業内容

１．海外展開計画案の策定

中項目１－１：キックオフミーティング
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図 1-2 調査開始当初、想定していた事業スキーム 

出所）株式会社新菱作成 

 

 当社が有する処理技術は、日本国内で今日まで 50年間産業廃棄物処理事業を行ってきた

中で培われた技術的知見がベースとなっている。今回処理対象とする廃棄物については、以

下の技術の適用を想定している。 

 

（1）焼却処理技術 

当社では、焼却炉に廃棄物を投入する前の受入確認作業、及び焼却炉のメンテナンス方法

についても日本での実業に基づいて蓄積されたノウハウを有している。また焼却後の焼却灰

を分析する技術も持つ。 

技術の適用対象：医療系廃棄物、廃梱包材、布きれ 等 

                                            

（2）燃料化処理技術 

当社の有する、焼却炉の助燃剤として利用できるよう、廃油に含まれるスラッジを除去し、

熱量の異なる廃油を混合・調整する技術の適用を検討している。廃活性白土と廃油もしくは

汚れた油を混合する事で固形燃料を作り、焼却炉の燃料代替品として活用することを想定し

ている。 

技術の適用対象：廃油（潤滑油）、汚れた油、廃活性白土 

 

（3）乾燥処理技術 

乾燥機により水分を除去した廃活性白土をセメント助剤として利用できるようにする。乾

燥機は弊社が保有する遊休設備を活用することを想定している。乾燥処理にかかる技術は当

社の日本での実業に基づいて蓄積されたものである。 

技術の適用対象：廃活性白土（乾燥対象）、廃油（廃潤滑油）（助燃材） 
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2． 海外展開計画案の策定 

 

 インドネシアにおけるB3廃棄物の処理事業を展開するため、本格的な現地調査に先立ち、

まず、2.1 北スマトラ州における B3廃棄物の処理フローと課題を調査した。 

B3廃棄物は、法律で水中、土壌、大気中への直接廃棄が禁止されており、B3廃棄物は公

認の有害廃棄物処理業者の手に委ねなければならない。しかし、現状では、北スマトラ州か

ら認可された収集・保管事業者による引取りは全体の 30%程度と推定されており、残りは

不法投棄されていると推定され、これに伴う土壌汚染、感染症が懸念されている。 

更に、北スマトラ州には『B3 廃棄物処理業者』が存在しないため、ジャワ島の B3 廃棄

物処分業者である PPLi社まで約 1,900kmの行程を輸送している状況である。このため、B3

廃棄物の輸送に大量の燃料・エネルギーが消費されている。 

特に医療廃棄物については、法律にて「1日ないし 2日以内の処理」が義務付けられてい

るにも関わらず、処理までに 7日間程度を要しており、違法な状況が常態化している。 

これらの課題を解決するには、まず、北スマトラ州内において、適正かつ効率的な廃棄物

処理スキームを構築することが重要である。効率的（コスト高率が高い）スキームの構築に

より、北スマトラ州環境局としても「適正処理」を企業に対してより強く求めることが可能

になると考えられ、結果として不法投棄されている 70%についても、適正処理される可能

性が高まると考える。 
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3． 対象地域における現状調査 

3.1 関連法規制・許認可に関する調査 

（1）廃棄物処理事業許可取得にかかる手続きフロー 

インドネシアにおける廃棄物処理事業許可取得にかかる手続きフローは表 3-1 に示すと

おりである。廃棄物処理事業許可取得にかかわる EP（Emvironmental Permit；環境承認）取

得と事業認可までの AMDAL（環境影響評価）取得の二種類の手続きを完了する必要がある。 

本調査終了（2017年 2月）時点で、SDLi社は AMDAL申請手続きの「⑩技術審査」のプ

ロセスを進行中である。今後は AMDAL を取得後、次のステップであるオンライン申請を

行う必要がある。インドネシア環境林業省への確認によると、このオンライン申請手続きに

かかる日数は最大で 45日間である。 
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図 3-1 廃棄物処理事業許可取得にかかる手続きフロー 注） 

 

注）TOR：Terms of Reference of EIA（環境影響評価計画書） 

EIA：Environmental Impact Assessment（環境影響評価） 

AMDAL：Environmental Impact Assessment Report（環境影響評価書） 

出所）「日本企業の海外における事業展開に際しての環境影響評価ガイドブック」公益財団法人地球戦略研

究機構、2015年 3月を基に株式会社新菱作成 

       

 

  インドネシア環境林業省廃棄物・有害有毒物質管理総局 有害・非有害廃棄物の確定

部署にて写真撮影 

 

オンライン申請 

現在ここまで進む 



 

8 

 

（2）B3 廃棄物焼却事業を行うにあたっての関連法規制と内容 

インドネシアの場合、焼却灰の取扱いについては通常、焼却炉の許可書発行の際に以下の

ように規定されている。 

 B3廃棄物の焼却灰⇒「再利用可能」又は「埋立（Landfill）」 

 ※「再利用可能」の場合は、レンガ等の原料として使用可能である。 

 医療廃棄物の焼却灰⇒再利用不可のため、全て「埋立（Landfill）」が必要 

 ※上記規定を受け、SDLi社では、焼却した医療系廃棄物の焼却灰をジャワ島にある埋

立処分場に持ち込むことを想定している。SDLi社へのヒアリングによると、焼却灰は

受け入れ廃棄物量の0.1%程度となることから、医療系廃棄物をジャワ島にトラックで

運搬している現在と比較すると、その運搬コストやCO2排出等の環境負荷は大きく減る

ことが予想される。 

※なお、埋立場（Landfill）の条件等については、環境影響管理庁長官令（1995年第４

号）で定められている。 

 

（3）今後の対応方針 

法規制調査の結果、当初想定していた日本製のバッジ式小型焼却炉は、インドネシアで新

しく施行された「保健サービス施設から発生する危険有害廃棄物処理の技術指針に関する環

境林業大臣令（2015年第 56号）」（別添 7）の規定を満たせないことが判明した。そのた

め、再度、規制を満たす日本製の焼却炉の仕様を調査し、金額算定を行った。詳細は次項目

「3.2 事業性に関する調査」の「（4）想定設備欄」に記載している。 

「保健サービス施設から発生する危険有害廃棄物の処理方法及び条件に関する環境林業

大臣令（2015年第 56 号）」で定められた焼却炉仕様に関する主な規定は以下表のとおり。 

 

表 3-1 焼却炉の仕様比較 

項 目 

環境林業大臣令（2015 年第 56 号）による規定 

当初予定していた日本

製バッジ式小型焼却炉 右記以外の廃棄物 

PCB、PCCD 等のダイオキ

シン類を発生させる可能

性のある廃棄物 

燃焼室数 ２つ ２つ １つ 

燃焼温度 第一炉 800℃ 

第二炉 1000℃ 

第一炉 800℃ 

第二炉 1200℃ 

600～800℃ 

煙突の高さ 14ｍ以上。ただし半

径 50ｍ以内に高さ

14ｍ以上の建築物が

ある場合は、当該建

築物の高さの 1.5 倍

以上。 

24ｍ以上。ただし半径 50

ｍ以内に高さ 24ｍ以上の

建築物がある場合は、当

該建築物の高さの 1.5 倍

以上。 

約 365cm 

出所）「保健サービス施設から発生する危険有害廃棄物処理の技術指針に関する環境林業大臣令（2015 年

第 56号）」環境林業省、2016 年を基に新菱作成 
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上記の事業スキームを想定した場合の調査開始時点での投資回収年数は以下のとおりで

あった。試算結果を検証するため、（1）以降に示す調査を実施した。 

 

表 3-2 投資回収年数試算結果 

 

出所）株式会社新菱 

 

3.2 事業性に関する調査廃棄物の組成・性状等調査 

（1）受入廃棄物の性状調査 

① 医療系廃棄物 

【調査内容】 

焼却炉への投入作業の際の感染を防ぐ観点から、医療系廃棄物を梱包している荷姿（段ボ

ール、プラスチック容器、ポリ袋等）の種類や梱包状態、保管状況を調査した。 

【調査結果】 

調査の結果、梱包材の破れ等が確認された。ここから感染症の広がり等が懸念され、改善

が望まれる状況であった。 

SDLi 社は、排出元（病院）に対し、安全な廃棄物回収及び処理のため、プラスティック

医療系専用容器の利用について理解を求めているが、コストが現状より上がる為、難色を示

している排出元（病院）が多い。 

   

図 3-1医療系廃棄物廃棄物排出状況の写真 

出所）株式会社新菱 

 

処理数量
（ｔ／年）
売上（百万円／年） 16.4 3.5 10.0 29.9
変動費（百万円／年） 2.7 0.1 1.2 4.0
固定費＋利益 13.8 3.4 8.8 26.0
　×60%（百万円／年） 8.3 2.0 5.3 15.6
初期投資（百万円） 50 0.4 15 65.4

投資回収（年） 6.1 0.2 2.8 4.2

1.燃焼
1000

2.燃料化
400

3.乾燥
1000

2400
（合計）
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② 廃油及び汚れた油 

【調査内容】 

発生量調査を行い、安定的に排出が見込まれる廃油及び汚れた油を選定した。選定した廃

油及び汚れた油が助燃剤となりうるかどうかの判断をするため、カロリー計によるカロリー

分析を実施した。助燃剤となり得る可能性（6,000kcal 程度以上）がある廃棄物に対し、焼

却炉設備への負荷を確認するため ph計で ph確認を行った。以上の分析の結果選定した廃油

及び汚れた油の発生工程を調査し、必要に応じて、ICP-AES 等の分析機器で重金属分析を

実施した。 

【調査結果】 

以下に示す通り、6,000kcal を大きく超える値となっており、カロリーの観点からは、助

燃材として十分活用することが可能であることを確認できた。また ph値についても過去、

新菱で取扱い実績のある範囲内の phであり、取扱いに問題ない事を確認できた。 

  

表 3-3 カロリー分析結果 

 
出所）株式会社新菱 

 

③ 廃活性白土 

【調査内容】 

分析用乾燥機を活用し、乾燥減量による水分量の測定を実施した。さらに分析用電気炉等で

灼熱残分（油分量の測定）の分析を行い、蛍光 X線で組成分析を実施した。 

【調査結果】 

Ⅰ．組成分析 

➢実サンプル分析の結果、活性白土の主要成分を検出。活性白土であることを確認した。 

➢C元素が 18%検出されているため、残有機物と思われる（同サンプルがパームオイルの

処理残渣との情報と一致）。 

 

 

 

 

 

  

カロリー
（kcal/kg)

A 7.37 8,210

B 6.24 8,025

C 6.41 7,940

D 6.00 7,685

E 5.43 8,540

F 5.42 8,265

分析項目

ｐｈ

廃油
サンプル

分析会社：PT　SYSLAB
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表 3-4 組成分析結果 

 
出所）株式会社新菱 

 

Ⅱ．他分析 

➢溶出分析で有害物質は未検出であった。 

 

表 3-5 溶出分析結果 

 
出所）株式会社新菱 

一般的な
活性白土
の組成

分析値
活性白土
100%換算
値

(wt%) (wt%) (wt%)

SiO2 75~85 30.2 41.7

Al2O3 9~13 10.6 14.6

Fe2O3 1~2 14.9 20.5

MgO 1~3 6.2 8.5

CaO ≦1 9.1 12.6

微量成分 0.0

TiO ＊微量 0.9 1.3

MnO ＊微量 0.4 0.5

Na2O ＊微量 0.3 0.4

K2O ＊微量 ＊微量

P2O5 ＊微量 ＊微量

小計 73 100

C 18

計 91

項目 分析値 備考(測定方法等）

水分 3.5 % 乾燥減量(105℃,3hr.)

ｶﾛﾘｰ 2,390 cal/g ｶﾛﾘｰﾒｰﾀｰ

有害物質 分析値
国内産業廃
棄物基準

溶出試験

pH 6.0 - pHﾒｰﾀｰ

(mg/L) (mg/L)

T-Hg <0.0005 <0.005 Hg計

Cd <0.01 <0.3 ﾌﾚｰﾑ原子吸光法

Pb <0.03 <0.3 ﾌﾚｰﾑ原子吸光法

Cr
6+ <0.07 <1.5 比色法

As <0.01 <0.3 水素化物発生原子吸光法

CN <0.03 <1 4-ﾋﾟﾘｼﾞﾝｶﾙﾎﾞﾝ酸-ﾋﾟﾗｿﾞﾛﾝ吸光法

Se <0.01 <0.3 水素化物発生原子吸光法

水500mlに試料50g添加し、常温

で6h振とうする。1μ mﾌｨﾙﾀｰでろ

過し、ろ液を分析
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④ 廃梱包材（ポリ缶等含）、布きれ等の廃棄物 

 廃プラスチック類として焼却する上で特に問題はない事を確認した。下記に廃棄物の写真

を示す。 

 

  

図 3-2 廃梱梱包材（ポリ缶等）、布きれ等の廃棄物の写真 

出所）株式会社新菱 

 

（2）販売可能性調査 

① 法規制 

前述のとおり、インドネシアにおいては医療廃棄物の焼却灰は再利用不可であり、全

て「埋立（Landfill）」することが規定されている。そのため、SDLi 社はジャカルタに

ある埋立処分場に焼却灰を持ち込むことを想定している。 

② 販売先とその意向 

前述のとおり、現地調査の結果、乾燥処理事業を行うにあたり、当初、販売先候補と

想定していたセメント会社の PT Holcim Indonesia は、廃棄物処理費用を支払えば、廃

活性白土の受け入れが可能との回答であった。 

これを受け、費用を支払わずに焼却灰を販売できる会社について再度調査を行った。

その結果、候補先として現地企業 PT Semen Indonesiaが浮上した。そこで同社に対し、

焼却灰と合わせ、前述の燃料化処理にて製造した固形燃料の販売可能性についてのヒア

リングを SDLi社を通して実施した。 

先方からの回答によれば、（本報告書でも前述のとおり、）規制により、医療系廃棄物

の焼却灰は受入不可とのことであった。他方、燃料化処理にて製造した固形燃料の販売

可能性については、「3,000kcal以上であれば固形廃棄物を購入する可能性あり」との回

答であった。先方から示された固形廃棄物の購入にかかる条件を表 3-6 示す。また廃液

についても購入の可能性があるとの回答であったことから、今後も継続的に打ち合わせ

を実施していく方針である。 
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表 3-6 PT Semen Indonesia による固形廃棄物販売にかかる仕様表 

    
出所）PT Semen Indonesia提供資料 

 

③ 廃活性白土の受入可能性 

PT Semen Indonesiaでは、パームオイルを精製する際に使用した活性白土については、

付着した油が炉を傷めるため、付着した油を除去しないと受入不可との回答であった。 

 

（3）埋立処分の方法 

前述のとおり、医療系廃棄物の焼却灰については、ジャワ島にある埋立処分場に持ち込む

事を想定している。 
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（4）想定設備 

① 焼却処理設備 

「保健サービス施設から発生する危険有害廃棄物処理の技術指針に関する環境林業

大臣令（2015 年第 56 号）」により仕様が規定されている。同令を確認したところ、当

初想定していた日本製のバッジ式小型焼却炉では規定を満たせないことが判明した。そ

のため、再度、規定を満たす仕様を持った焼却炉の選定と投資金額の算定を実施した。

初期投資額は以下のとおり、日本製がインドネシア製と比較して 10倍前後となってい

る。 

 

表 3-7 焼却処理設備導入にかかる初期投資額  

 
注）現在の医療系廃棄物排出量 816ｔ/年だけでは、日本の各メーカーの焼却炉の最低処理能力を満たさな

いため、SDLi社に確認し、医療系廃棄物及び汚泥（廃活性白土）の処理を行う仕様として投資金額を算出

している。 

出所）株式会社新菱 

 

② 燃料化設備 

廃活性白土と廃油もしくは汚れた油を混合する設備を選定済みである。以下に投資金

額及び変動費の算定を実施した。 

 

表 3-8 燃料化設備導入にかかる初期投資額 

 
 

 

 

単位：百万円

設備 輸出 投資
概算価格 工事 金額

A社 日本製 炉床回転式 220～250 15 265 14.4t/日

（600㎏/時×24時間）

B社 日本製 ロータリーキルン式 300～400 15 415 8ｔ～16t　/日

C社 日本製 乾留ガス化燃焼方式 300～400 15 415 約15t/日程度

D社 インドネシア製 ロータリーキルン式 24～25 5 30 24t/日（1t/時） 排ガス処理装置及び排水処理装置の設置

が検討されていない。

酸性ガスが多く発生するため、設備腐食の

懸念有。対象廃棄物を焼却する際の想定

カロリーを低くみており、炉体が小さい為、

煙、炎が吹き出す可能性有。

日本で規格されている構造基準・維持管理
基準を満たしており、日本の環境基準をクリア
する設備になっている。

メーカー 方式 備考処理能力

単位：千円

金額 備考

コンクリートミキサー 210

改造費 400 防爆仕様（コンセント接続）、尼国電源仕様

小計 610

日本国内輸送費 70 港渡し、梱包費用含む

輸出費 70 通関手続き含む

尼国内輸送費 200 通関手続き含む

小計 340

950

購
入
費

輸
出
費

合計

項目
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表 3-9 コンクリートミキサー仕様 

 
 

 

 
 

出所）株式会社新菱 

 

③ 乾燥設備 

PT Holcim Indonesia は現在、排出されたままの状態の廃活性白土を、廃棄物処理費用

を顧客から徴収して受入れを行っている。これを受け、PT Semen Indonesia に対し、廃

活性白土を持ち込める可能性について SDLi社を通し、ヒアリングを実施した。先方か

らは、通常、北スマトラ州で排出される廃活性白土は、パームオイルを精製する工程で

使用されたものであり、パームオイルが付着したままの廃活性白土は、キルンの炉を傷

めるとの理由で受入は行っていないとの回答を得た。また、仮に付着したオイルを除去

した廃活性白土の有価購入での受入についての可能性が見込めないため、本検討は一時、

断念することとした。 

 

 

型式 NGM-4

標準練上がり量 4切（110L）

口径×ドラム径×ドラム長（mm） 420×744×755

モーター（200V×1.5Kw×4P）

またはエンジン

モーター使用の場合のドラム

回転数r.p.m（60/50Hz）

モーター用　Vベルト A30 2本

本体概算重量（㎏） 130

サイズ　幅×長さ×高さ（mm） 987×1,730×1,197

注：連続的に使用する場合は（）より大きいモーターを使用下さい。

駆動方式

31／26
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4． 現地政府・企業等との連携構築 

2015 年 11 月に当社、SDLi 社、北スマトラ州環境局の間で「北スマトラ州の環境改善を

目的とした B3 廃棄物処理に関する覚書（MOU）」を締結済みである。役割分担は、表 4-1

を想定している。なお、調査終了時点（2017 年 3 月）時点においても各組織の役割分担に

おいて特に変化はないことを北スマトラ州環境局及び SDLi社に確認済みである。 

 

表 4-1 本事業実施における役割分担 

組織名 役割 

株式会社新菱 
・廃棄物処理に必要な設備情報、及び技術情報の提供 

・事業スキーム構築支援 

SDLi 社 
・廃棄物処理事業化取り進め 

・（事業化後）B3 廃棄物の収集・運搬、処理 

北スマトラ州環境局 ・B3 廃棄物排出企業群の監督 

出所）株式会社新菱作成 

 

 SDLi社は、B3廃棄物処理事業の許可がおりたタイミングから事業を開始予定である。新

菱は上記、表 4-1の役割を継続的に実施しつつ、将来的に SDLi社による事業の安定性や拡

大可能性を見極めた上で、同社が新たに導入する廃棄物のリサイクル設備への投資または出

資（JV 設立等）を検討していく方針である。 

 

 

図 4-1 各組織の役割 

出所）株式会社新菱作成 
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5． 実現可能性の評価 

5.1 事業採算性 

（1）焼却処理 

3.2 （4）において選出した焼却設備について、それぞれ投資回収年数を試算した。結果

は下記のとおり、いずれのメーカーの設備でも最長 5年以内で投資回収が可能である。 

 

表 5-1 焼却設備別の投資回収年数（注） 

 

注）以下を前提条件として試算した。 

・処理能力 14ｔ/日（医療 3t/日、汚泥 11ｔ/日） ・300日/年、24時間稼働  

・処理費 医療 180円/㎏（20,000rp/kg）、汚泥 10円/㎏（1,200rp/㎏）  

・変動費 燃料油使用量の目安については新菱における焼却炉の運用実績を参考とした。 

40ｔ/月 バージン油（軽油）65円/㎏、廃油 20円/㎏。使用比率 1:1とした。 

・焼却残渣 医療 10％、汚泥 50％  

・最終処分費用 20円/㎏  

出所）株式会社新菱 

 

上記試算の結果、日本メーカーA、B、C 社の焼却炉を利用した場合でも事業採算性があ

るものと考える。ただし、現状の廃棄物量では焼却炉の処理能力に比して少ないため、医療

系廃棄物の回収以外に汚泥（主に廃活性白土）やその他固形廃棄物（廃プラ、廃包材等）の

確実な回収を行い、廃棄物量を確保していく必要がある。 

SDLi社では、インドネシア環境林業省への廃棄物処理事業許可取得申請に際し、A社な

いし B 社の技術情報を記載したいと考えており、いずれかの技術にて環境林業省の承認が

得られれば、購入を進めたい意向を有している。 

（2）燃料化処理 

燃料化処理とは「汚れた油（もしくは、廃油）と廃活性白土」により固形燃料を製造する

技術である。試算の結果投資回収年数は 0. 4 年となっており、事業採算性はあるものと判

断した。 

 

 

メーカー A社 B社 Ｃ社 Ｄ社 備考

処理数量 14ｔ/日受入、300日稼働

（ｔ／年） （医療3ｔ/日、汚泥11ｔ/日受入）

売上（百万円／年） 195.0 195.0 195.0 195.0 処理費 医療180円/㎏、汚泥10円/㎏

変動費（百万円／年） 55.2 55.2 55.2 55.2 前提参照

固定費＋利益 139.8 139.8 139.8 139.8 前提参照

×60％（百万円／年） 83.9 83.9 83.9 83.9 固定費＋利益のうち60％を投資回収へ

投資総額（百万円） 265.0 415.0 415.0 30.0

投資回収（年） 3.2 4.9 4.9 0.4

4,200 4,200 4,200 4,200
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表 5-2 投資回収年数計算 

     

 

出所）株式会社新菱 

（3）乾燥処理 

廃油を助燃材とした熱風炉で出来た蒸気を活用し廃活性白土を乾燥させる技術である。調

査の結果、有価購入での受入先が見つからない為、一時、検討を断念することとした。ただ

し、今後新たに有価購入先が見つかれば、検討を再開したい。 

（4）全体 

 「3.2（4）想定設備」にて記載したとおり、焼却設備については日本メーカー（A～C社）

の焼却設備 3種類、及びインドネシアメーカー（D 社）の設備 1種類を候補として試算した。

これも含む処理プロセス全体の事業採算性を試算した結果を表 5-3に示す。日本メーカーA

社の焼却設備を採用した場合、投資回収までにかかる期間は 3.2年となり、事業採算性の観

点からは本事業が成立すると考えられる。また本件の投資費用については、SDLi 社の自己

資金を想定している。 

 

表 5-3 事業採算性の試算結果（処理プロセス全体） 

 

合計：焼却 A 社案と燃料化の数字の合計 

出所）株式会社新菱 

 

処理数量（ｔ／年） 400 廃油：白土＝１：３の割合で受入

売上（百万円／年） 4.5 廃油１00ｔ×15円/㎏、白土300ｔ×１０円/㎏

変動費（百万円／年） 0.68 変動費単価　1.7円／㎏

固定費＋利益 3.8

×60％（百万円／年） 2.3

初期投資（百万円） 0.95 設備、輸出及び輸送代含

投資回収（年） 0.4
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5.2 環境負荷削減効果 

（1）医療系廃棄物の処理期間の短縮化による汚染・感染リスク低減（適正化・順法化） 

2004年保健大臣令「病院環境条件について」では、医療系廃棄物を回収後、雨季では 48

時間以内／乾季では 24時間以内に処理することが規定されている。しかし現状では、北ス

マトラ州においては規定時間内に廃棄物を処理することが極めて困難な状況にある。同州で

は、州内に許認可を取得した処理事業者が存在しないことから、発生した廃棄物を合法的に

処理するためには、ジャワ島にある B3廃棄物処理許可を取得した企業まで持込むことが必

要となる。北スマトラ州からジャワ島までは距離にして約 2,000㎞であり、トラックで運搬

すると約 2日かかる。現在、医療系廃棄物の回収業者は、北スマトラ州内で 5日間かけて廃

棄物を回収し、その後、2日かけてジャワ島にある処理会社まで運搬しているのが実態であ

る。 

本事業により、排出から処理までの期間（現状約 7 日）を、1～2 日に短縮することが可

能である。これに伴い、許認可事業者が収集している約 816t の医療系廃棄物についての適

正処理が実現され、収集・保管・搬送プロセスにおける感染症等の発生が予防できる。また、

北スマトラ州内での処理体制が整うことで、許認可事業者による医療系廃棄物の収集量拡大

が見込まれる。またこれにより、不法投棄に伴う土壌汚染・感染症等の発生が抑制できる。 

調査の結果、本事業の実現により、上記想定どおりの汚染・感染リスクが低減し、環境負

荷が発生するリスクの低減が見込まれることがわかった。 

（2）廃棄物運搬に伴う CO2排出量の削減 

前述のとおり、現在は北スマトラ州から近隣のジャワ島に廃棄物をトラック等により運搬

している。調査当初の想定では、本事業を通じて、北スマトラ州内での処理が可能となった

場合、ジャワ島への輸送（輸送距離約 2,000km）から、北スマトラ州内での処理（同 100km）

への変更に伴い、医療系廃棄物等に相当する約 1,000t 分のみで、下記の軽油、及び CO2排

出量の削減が見込めると試算していた。 

①運搬に伴う軽油使用量：年間約 36,000L 

②上記に伴う、CO2排出量：年間約 93t 
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表 5-4 調査前の CO2削減量試算結果 

 

出所）株式会社新菱 

 本調査を通じ、運搬車輛は、10tトラックでなく 20tトラックであることが判明した為、

再計算を行った結果、削減可能な軽油、及び CO2量は以下のとおりとなった。 

① 運搬に伴う軽油使用量：年間 37,000L 

② 上記に伴う、CO2排出量：年間約 95t 

 

表 5-5 調査後の CO2削減量試算結果 

 
出所）株式会社新菱 

（3）弊社技術導入に伴うリサイクルの推進 

① 「汚れた油」のリサイクル（助燃材としての活用） 

現状では、汚れた油は許認可事業者により収集・運搬され、PPLiにて処理されて

いる（一部は不法投棄の可能性あり）。そこで、汚れた油を廃活性白土（使用量最大

200ｔ程度/年）と混合することにより固形燃料化し、焼却炉の助燃材として使用す

る想定で実現可能性を検討した。この技術の導入により、医療系廃棄物等（排出量
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約 1,000t/年）の焼却燃料として使用するバージン軽油の総使用量の 5 割程度を代替

可能と想定している。この場合、1 日あたり 50L（年間 15,000L 相当、約 38tCO2相

当）程度の軽油使用量削減につながる見込みである。 

今回の調査の結果、PT Semen Indonesia による有価購入の可能性が高いことがわ

かったため、まずは、同社に持ち込む前提で準備を進めたいと考えている。焼却炉

運転を開始したタイミングから、運転状況を見ながら焼却炉の助燃材としての使用

を試していきたい。 

 

② 「廃活性白土」のリサイクル（セメント原料として販売） 

現状では、PPLi側に廃活性白土の処理受入を拒否されているため、適正処理の方

法が無い状況である。この状況に鑑みると、許認可事業者により収集された分につ

いても、不法廃棄されている可能性が高い。そこで本調査を通じ、廃活性白土を単

体で乾燥させ、セメント助剤として外販（最大 1,000t/年程度）する可能性を検討し

た。この技術の導入に伴い、セメント原料の使用量削減が可能となるメリットがあ

る。 

しかしながら、今回の調査の結果、有価販売先が現時点で見つからない為、検討

を一時中断することとした。今後、新たな販売先が見つかった際には検討を再開す

る予定である。 

5.3 社会的受容性 

（1）当初の想定 

前述のとおり、北スマトラ州では、発生した廃棄物を合法的に処理するためには近隣のジ

ャワ島まで運搬しなければならず、大臣令にて規定された時間内では処理が困難な状況にあ

る。北スマトラ州にある 180近くある病院の民間病院組合北スマトラ支部でも、北スマトラ

州環境局に対し、医療系廃棄物を 1箇所にまとめ焼却処理する必要性を訴えている。 

北スマトラ州環境局としても課題認識持っており、州内にて B3廃棄物処理許可を取得し

処理事業を行う企業の誕生を支援する姿勢を示している。このことからも、州内に処理事業

者が誕生することにより、現在不法に処理されている廃棄物の一部が適正処理される方向に

向かうものと期待されていることがわかる。 

SDLi 社は、北スマトラ州における初の B3 廃棄物処理事業者として既に州環境局に申請

中であり、環境局としてもこの動きを歓迎している。 

これらを踏まえ、本事業の社会的受容性はあるものと考えられる。 

（２）現状 

①北スマトラ州環境局 

本事業の実現により州内での医療系廃棄物の適正処理が促進され、それに伴い感染

症の抑制等にも繋がることから、現在、想定している事業スキームを目指した、本取

組みに対して歓迎の意を示している。 
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②環境林業省 

ヒアリングの結果、北スマトラ州における医療系廃棄物処理の適正化に貢献するこ

とから、本取組みに対して歓迎の意を示している。 

 

③廃棄物排出側（病院）関係者のコメント 

病院名：GRAND MEDISTRA（私立財団の総合病院） 

MEDISTRA 財団は、2009年に設立された、GRAND MEDISTRA を含む 2つ

の病院と医療教育機関を運営するカトリック教の財団である。医療教育機関

で育成した人材のうちこれまでに 100名を日本へ看護師として派遣した。 

面談者：Dr Arif 院長 

北スマトラ州デリセルダン県環境局 Artini局長 

Dr Arif院長のコメント： 

院長より、「SDLi 社が処理事業許可を取得すれば、北スマトラ州のほとんどの病院

が SDLi社に処理委託するだろう」とのコメントを得ている。本発言の真偽は今後慎

重に検証すべきところはあるが、いずれにしても、北スマトラ州環境局と連携し、病

院側の啓発、ないし環境規制遵守に向けた取締り行為の強化を働きかけていきたい。 

 

 ④SDLi社による地域住民説明会 

    廃棄物処理事業許可取得のための AMDAL 申請手続き上、事業者は地域住民への

説明会を開催し、地域住民の理解を得なければならない。SDLi 社は 2017 年 1 月 29

日に北スマトラ州環境管理局長立ち会いのもと、SDLi 社敷地内にて事業説明会を開

催した。SDLi 社によると、事業説明会では現行の法規制を遵守していること、また

本事業が北スマトラ州の廃棄物の不法処理防止に貢献することを説明し、参加した地

域住民からはおおむね好意的に受け入れられたとのことである。 

インドネシアにおいては一般的に焼却炉建設に対する住民の拒否感が強いが、今後

とも地元企業である SDLi 社より地元住民に対して継続的かつ十分な説明を行い、必

要に応じて日本での経験も共有するなど、地域住民の理解を得るための取り組みを実

施していくことが事業の成功のために必要であると考える。 

    

図 5-1 SDLi社による住民説明会の様子 

出所）SDLi社 

 



 

23 

 

5.4 実現可能性の評価 

これまで見てきたとおり、調査の結果、事業採算性、環境負荷削減効果、そして社会的受

容性のいずれの観点からも本事業は実現可能性が高いと考えられる。SDLi 社が今後、廃棄

物処理事業許可取得を進め事業活動が可能になるまで引き続き定期的に訪問等を行い情報

交換を進めながら必要な支援を実施して行きたいと考えている。 

 

表 5-6 事業採算性の試算結果（処理プロセス全体）（表 5-3の再掲） 

    

   

合計：焼却 A 社案と燃料化の数字の合計 

出所）株式会社新菱 
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6． 今後の海外展開計画案 

本調査事業の結果を踏まえ、当社としての今後の海外展開計画について検討を行った。本

調査の中で SDLi 社からは、当社より日本メーカーの焼却炉を購入する可能性があること、

投資の可能性も含めて当社からの技術的な支援を希望することが表明されている。SDLi 社

はその理由として、法を順守した操業を最優先するために、運用・保守技術のサポートを含

めた日本製品への信頼性を挙げている。 

一方でインドネシアの医療系廃棄物を対象とした焼却炉の導入にかかる規制は、一部で日

本よりも厳しい設備基準を満たすことが求められており、日本製設備導入の障壁となってい

る。今後、規制の見直しに向けて、適正技術の導入に関する日本の知見や経験がインドネシ

ア側に共有されることが期待される。また中央の環境林業省における許認可手続きに時間を

要することも事業開始を遅らせる要因の一つとなっており、今後の改善が期待されるところ

である。 

こうした現状や今回の調査結果を踏まえ、当社としては、直近で SDLi社と新会社を設立

することは困難であるとの認識であるが、長期的視点に立ち、今後の同社との協働の仕方に

ついては両社にとってメリットがある結果となるよう、更なる詳細検討が必要であると考え

ている。 

従い、SDLi 社が廃棄物処理事業許可を取得し、必要な設備を整えるまでは引き続き定期

的に情報交換を行うなど、今後も同社に対して技術的な観点も含めたアドバイスを実施しな

がら関係強化を図っていく方針である。将来的に SDLi社が事業を開始し両社にとってメリ

ットのある、協働可能な案件が確認できれば、当社からの投資、もしくは JV による新会社

設立も視野に検討していきたいと考えている。 

 

 

 

図 6-1 現在、想定する事業スキーム 
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表 6-2 新菱の今後のビジネスイメージ 

 
 

  

【STEP１】
SDLi社の

立ち上げ支援
（～2017年度）

• B3廃棄物処理の許認可
取得

• 医療廃棄物を中心とした
リサイクル事業立ち上げ

• 日本製焼却炉およびコンクリートミキサーの
輸出・販売

• 焼却炉等の情報提供
（許認可取得時の技術審査の支援）

SDLi社のビジネス 新菱のビジネス

【STEP２】
SDLi社の

事業拡張支援
（～2018年度）

• 医療廃棄物を中心とした
リサイクル事業の推進

• 新たな廃棄物処理・リサ
イクル事業の検討

• 日本製焼却炉およびコンクリートミキサーの
運用支援（アドバイザリーフィー等）

• 新規廃棄物のリサイクル手法のアドバイス

【STEP３】
SDLi社への
資本参加

（～2019年度）

• 新たな廃棄物処理・リサ
イクル事業への拡大

• SDLi社事業の安定性・拡大可能性を見極
めた上で、新規廃棄物のリサイクル設備へ
の投資ないし出資（JV設立等）を検討
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